
（

法人その他の団体にあっては

その名称及び代表者の氏名 

 

（

法人その他の団体にあって

は主たる事務所の所在地 

（第１号様式） 

 

 

   令和  年  月  日  

（提出先）大 阪 市 長  

 

集合住宅名称及び所在地 

                         

                                            

申請者の氏名   

              

                      

申請者の住所      

                                           

                                 

                               

大阪市電気自動車用充電設備設置費補助金交付申請書 

 

 

電気自動車用充電設備を設置するため、大阪市電気自動車用充電設備設置費補助事業により補

助金の交付を受けたいので、大阪市電気自動車用充電設備設置費補助金交付要綱第６条第１項の

規定により、次のとおり申請します。 

 

 

１ 交付を受けようとする充電設備の内容 

充電設備の種類及び設置基数 

普通充電設備                    口  

充電用コンセント                     口  

充電用コンセントスタンド             口  

 

 

２ 交付を受けようとする補助金の算出の基礎 

費 目 
補助対象経費 ※ 

（国補助金の積算根拠で算定） 

国補助金 

交付決定額 

設備費                      円                       円 

工事費                      円                       円 

合 計                      円                       円 

※補助対象経費については、税抜額を記載してください。 

 

 

３ 施工開始予定日等 

充電設備設置工事開始予定日                                      令和      年      月      日 

充電設備設置工事完了予定日 令和      年      月      日 

補助対象経費の支払い完了予定日                                       令和      年      月      日 



 
 
４ 担当者 ※ 

氏     名  

電 話 番 号  

メールアドレス  

 ※担当者については、次のとおり記載してください。なお、委任状（第 14号様式）を 
提出する場合は、第 14号様式の１⑶の内容を記載してください。 

  ・申請者が個人の場合は、申請者個人 
   ・申請者が法人の場合は、当該法人の従業者 
   ・申請者が管理組合の場合は、当該管理組合代表者と同じ集合住宅に居住する者 
 
 
５ 同意事項 

□ 以下について同意します。（同意する場合は、□にチェックを入れてください。） 

 ⑴ 大阪市補助金等交付規則（平成 18 年大阪市規則第７号）及び大阪市電気自動車用充

電設備設置費補助金交付要綱の規定を理解し、これを遵守します。 

    ⑵ 暴力団の利益になるような申請ではありません。 

ア 暴力団排除のため個人情報を警察に照会することがあります。 

イ 暴力団排除のため資料等の提出を求めることがあります。 

 

 

６ 添付書類一覧 

⑴ 国補助金の補助金交付決定通知書（写し） 

⑵ 国補助金の補助金交付申請時に提出した次のアからシまでの書類（写し） 

ア 国補助金交付申請書 

イ 集合住宅であることを証する書類 

ウ 設置する施設等の説明に係る書類 

エ 見積書（充電設備本体及び設置工事）（内訳書を含む。） 

オ 充電設備等設置工事の申告方法に係る書類 

カ 要部写真（充電車両駐車区画及び充電設備本体設置場所） 

キ 図面（設置場所見取図及び平面図） 

ク 申請者が個人である場合は、住所及び氏名が確認できる運転免許証等 

ケ 申請者が法人である場合は、履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書及び役員名

簿 

コ 申請者が管理組合である場合は、管理組合の現在の代表者が選定されたことを証する

書類 

サ 申請者が管理組合である場合は、充電設備の設置について、住民総会での決議又は理

事会での合意がされていることを証する書類 

シ 申請者が集合住宅の管理組合若しくは所有者から許諾を受けた居住者又はリース会社

等である場合は、当該居住者又はリース会社等であることを証する書類 

  ⑶ 市税（個人市民税又は法人市民税）の納税証明書（申請者が管理組合である場合を除

く。） 

 

 

 

 


